


















Increased accountability of social welfare corporations in
Public-Private Partnership and The legislation of “public interest” 
～ Transition from Principal-Agent Theory to Multi-Stakeholder Theory ～
Fumiyo Murata
Abstract: In recent years, Public-Private Partnership (PPP) has been accelerating due to 
the  welfare market and New Public Management (NPM) administrative reform. In Japan, 
social welfare corporations that represent non-profit organizations in the social welfare field 
are becoming more and more prominent as today's welfare policy execution organizations, 
unlike their function as proxy agencies for post-war measures. In this study, firstly, based on 
the progress and characteristics of PPP in Japan's social welfare field, we examine why social 
welfare corporations are still preferred as government partners. This study also considers 
how the social welfare corporation system reform was implemented in 2016 as an extension 
of increasing accountability, and it explores the legislation of public interest activities 
as a mechanism for promoting the accountability of social welfare corporations to local 
communities. Lastly this paper proposes the transition from principal agent theory to multi-
stakeholder theory as an explanatory framework and examines its validity for evaluating the 
new governance of social welfare corporations.
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通した政府への A/C が中心的であった。しかし、2000 年社会福祉基礎構造改革、2016 年社会
福祉法人制度改革を通して A/C が漸増し、「地域における公益的な取組」（以下、「公益的取組」）
の法制化に伴う地域社会への責務まで拡大してきた経緯がある。
　非営利法人研究の堀田３）は、こうした NPO の地域社会への A/C 拡大を、社会的費用によっ





規模での NPO の A/C 拡大の潮流と軌を一にした現状が浮かび上がる。
　これまで NPO の A/C に関しては、欧米を中心に財務的、倫理的、政府や寄付者との関連
等に関心が集まってきた４）５）６）。日本においても、近年、非営利法人会計学において、財務
的 A/C に留まらない地域への A/C の重要性が説かれるようになった７）。同様に、社会福祉法




公益的活動の促進 / 阻害要因を究明する福祉経営論 15）16）、地方分権下における公益的活動の
意義を説く福祉政策論 17）など、理論的、実践的研究が蓄積されつつある。しかし、海外の先
－ 45 －
行研究にみられる、サービス供給システム再編から NPO の A/C の変化やステークホルダー
（Stakeholder：SH）としての地域社会を捉える研究となると、未だ議論の余地を残している
現状にある。






















きた一方で 18）19）、保育所サービスについては、厚生労働省 2017 年度調査 20）によれば、全国














言えば、2018 年度、地方公共団体の直営が 24.9%、民間委託が 75.1% のうち、委託先内訳は、
社会福祉法人 54.3%、医療法人 13.5%、社団・財団法人 3.8%、営利法人 1.6%、NPO 法人 0.4%
と、社会福祉法人が約 7 割を占めている 21）。さらに、2015 年に創設された生活困窮者自立支
援制度の必須事業である自立相談支援事業については、2017 年度、行政直営方式との併用を
含め 63.4% が事業委託されるなか、委託内訳は社会福祉協議会が 77.3％と最多で、NPO 法人
11.4％、社会福祉法人（社協以外）8.4％と続いている 22）。
　同様の傾向は、2003 年地方自治法改正による指定管理者制度からもうかがえる。2018 年 4
月 1 日現在の地方公共団体（都道府県及び指定都市、市区町村）における指定管理制度導入状
況をみると 23）、特別養護老人ホームや福祉・保健センター等の社会福祉施設 13,234 件の指定
管理者ついて、社会福祉法人等の公共的団体が 55.3%、自治会など地縁団体 14.2 %、財団・社


























　第３の理由として、では何故、NPO セクターにおいて、社会福祉法人の約 2.5 倍の 50,000




法人の収益規模が平均 5 億円であるのに対して 29）、NPO 法人は、中央値 989 万円、平均 3,240
万円に過ぎないという調査報告もある 30）。むろん、近年、中間支援組織による NPO 法人に対





１　NPO の A/C 拡大
　こうした PPP の進展は、社会福祉法人の地域における公益性をより高めると同時に、これ
までの措置委託制度を通した政府との公私一体的な関係を、変化させることになった。それに
伴い社会福祉法人の A/C はどう変化してきたのか。まず、A/C を「監視者に反応して応答す
るだけではなくて，公共の信頼が満たされるように積極的な応答をすること」31）と定義した上
で、NPO 全般の A/C 拡大から論じたい。












③は法制化されていないインフォーマルな A/C で、主として、NPO の組織ミッションに沿っ
た経営戦略の下、自発的なサービス管理や人事管理に委ねられる側面が大きい。
　政府内部の NPM の進展は、資金提供先である NPO に対しても、国民負担に見合った行政
サービス（Value for Money）の提供、公的資金に関連した３E（経済性 Economy、効率性












的・貨幣的な 3E に、新たに社会的・非貨幣的な 2E（公平性 Equity、倫理性 Ethics）が追加
された 5E35）への期待があると言えよう。NPO は、サービス提供市場、政府、寄付者、職員、








る指導、監督、監査などを通して、規制当局への Upward　A/C を果たすに留まってきた 37）。
補助金や委託事業を通じて多額の税金が投下されてきたにも拘わらず、顧客や地域社会に対し
て丁寧な情報発信が行われることは少なく、十分な A/C を果たして来たとは言い難い状況で








































支援など「公益的な取組」の責務化（社会福祉法第 24 条 -2）、また余裕財産（社会福祉充実残
















Ⅳ　PA 理論から MSH 理論への転換
１　措置委託関係と PA 理論
　では、こうした、従来の政府単一の SH から利用者（家族）、職員、地域社会まで社会福祉
法人の A/C の拡大は、理論的にいかに説明されるのだろうか。村田 42）は、市場化における社
会福祉法人の戦略領域として公益性実現に求められる組織ガバナンスに関連して、プリンシパ
ル（Principal: P）とエージェント（Agent: A）に焦点を当てる PA 理論から、MSH 理論への
転換という視点から理論的に考察している。本稿では、それをヒントに、各々の理論について
概説を加えた後、A/C の拡大の文脈から「公益的取組」について検討したい。





P が A に講じる予防措置や調整措置に着目するものである。例えば、規律・協約・契約など
による、A に対する統制が挙げられる。こうした PA 理論の前提には、情報やパワー不均衡か
らくる、両者間の潜在的なコンフリクトがある 44）。
　また、馬場 45）によれば、PA 理論の、A は必ずしも P の期待通りの行動を取るとは限らな
いという人間行動モデルに立脚すると、A が自らの利益を捻出する目的から、P の意向を無視



















行政、地域社会などの SH の存在に照らすと、PA 理論のような単純な説明理論では不十分と
いうのである。






　PA 理論において、経営管理者はただ P の利害にのみに仕えるのに対して、MSH 理論に
おいては、組織の内在・外在するすべての SH に仕えることを前提とする。そうした意味で、
MSH 理論は PA 理論をより一般化したものとして捉えられる。しかし、単一のシングル SH
から MSH への転換は、多様な SH の間にパワー格差が存在すること、すなわち経営者との経
営資源（利益）の配分をめぐる交換関係において、SH 間に不均衡な力関係が存在し、各々の
利益最大化をめぐって対立が発生し易いことを提起する。それゆえ、PA 理論が市場の効率性






















に対する A/C の遂行によって、法的には民間組織ではあるが、政府の市民に対する A/C に準
ずる A/C を担うこととなった。
　このような２つの改革を通した社会福祉法人を取り巻く経営環境の変化は、理論的に従来の





















めて重要な SH となり、政府が市民に果たす A/C と類似した応答が要求されてくる。　
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